
                       

「非課税上場株式等管理に関する約款」新旧対照表 

 

平成２８年１月１日（改訂） 

（下線部分変更） 

新 旧 

非課税口座開設届出書等の提出 

第２条 お客様が非課税口座に係る非課

税の特例の適用を受けるためには､当該

非課税の特例の適用を受けようとする

年の 11 月 30 日までに、当社に対して租

税特別措置法第 37 条の 14 第５項第１

号、第６項及び第 20 項に基づき「非課

税適用確認書の交付申請書兼非課税口

座開設届出書」及び住民票の写し等又は

「非課税口座開設届出書」及び「非課税

適用確認書」、「非課税口座廃止通知書」

若しくは「非課税管理勘定廃止通知書」

を提出するとともに、当社に対して同法

第37条の11の３第４項に規定する署名

用電子証明書等を送信し、又は租税特別

措置法施行規則第18条の12第３項に基

づき同項各号に掲げる者の区分に応じ

当該各号に定める書類を提示して氏名、

生年月日、住所及び個人番号を告知し、

租税特別措置法その他の法令で定める

本人確認を受ける必要があります。 

  ただし、「非課税口座廃止通知書」又

は「非課税管理勘定廃止通知書」につい

ては、非課税口座を再開設しようとする

年（以下「再開設年」といいます。）又

は非課税管理勘定を再設定しようとす

る年（以下「再設定年」といいます。）

の前年 10 月１日から再開設年又は再設

定年の９月 30 日までの間に提出してく

ださい。また、「非課税口座廃止通知書」

が提出される場合において、当該廃止通

知書の交付の基因となった非課税口座

において、当該非課税口座を廃止した日

非課税口座開設届出書等の提出 

第２条 お客様が非課税口座に係る非課

税の特例の適用を受けるためには､当該

非課税の特例の適用を受けようとする

年の 11 月 30 日までに、当社に対して租

税特別措置法第 37 条の 14 第５項第１

号、第６項及び第 20 項に基づき「非課

税適用確認書の交付申請書兼非課税口

座開設届出書」及び住民票の写し等並び

に「非課税口座廃止通知書」又は「非課

税管理勘定廃止通知書」等租税特別措置

法その他の法令で定める書類を提出し

て下さい。提出が 12 月 1 日以降となっ

た場合には、当該提出日の属する年に非

課税口座の開設を行えない場合があり

ます。 

ただし、「非課税口座廃止通知書」又

は「非課税管理勘定廃止通知書」につい

ては、非課税口座を再開設しようとする

年（以下「再開設年」といいます。）又

は非課税管理勘定を再設定しようとす

る年（以下「再設定年」といいます。）

の前年 10 月１日から再開設年又は再設

定年の９月 30 日までの間に提出してく

ださい。また、「非課税口座廃止通知書」

が提出される場合において、当該廃止通

知書の交付の基因となった非課税口座

において、当該非課税口座を廃止した日

の属する年分の非課税管理勘定に上場

株式等の受入れが行われていた場合に

は、当社当該非課税口座を廃止した日か

ら同日の属する年の９月 30 日までの間

は当該廃止通知書を受理することがで



の属する年分の非課税管理勘定に上場

株式等の受入れが行われていた場合に

は、当該非課税口座を廃止した日から同

日の属する年の９月 30 日までの間は当

該廃止通知書を受理することができま

せん。 

  なお、当社では別途税務署より交付を

受けた「非課税適用確認書」を併せて受

領し、当社にて保管いたします。 

２ 「非課税適用確認書の交付申請書兼非

課税口座開設届出書」又は「非課税適用

確認書の交付申請書」について、同一の

勘定設定期間に当社又は他の証券会社

若しくは金融機関に重複して提出する

ことはできません。 

３ （変更なし） 

４ （変更なし） 

５ （変更なし） 

６ （変更なし） 

 

非課税管理勘定の設定 

第３条 非課税口座に係る非課税の特例

の適用を受けるための非課税管理勘定

（この契約に基づき当該口座に記載若

しくは記録又は保管の委託がされる上

場株式等（租税特別措置法第 37 条の 14

第１項各号に規定する株式等をいいま

す。以下同じ。）につき､当該記載若しく

は記録又は保管の委託に関する記録を

他の取引に関する記録と区分して行う

ための勘定で、平成 26 年から平成 35 年

までの各年に設けられるものをいいま

す｡以下同じ。）は、第２条第１項の「非

課税適用確認書」、「非課税口座廃止通知

書」又は「非課税管理勘定廃止通知書」

に記載された勘定設定期間においての

み設けられます。 

２ （変更なし） 

 

非課税口座に受け入れる上場株式等の範

きません。 

なお、当社では別途税務署より交付を

受けた「非課税適用確認書」を併せて受

領し、当社にて保管いたします。 

 

 

 

 

 

２ 「非課税適用確認書の交付申請書兼非

課税口座開設届出書」について、同一の

勘定設定期間に当社又は他の証券会社

若しくは金融機関に重複して提出する

ことはできません。 

 

３ （省 略） 

４ （省 略） 

５ （省 略） 

６ （省 略） 

 

非課税管理勘定の設定 

第３条 非課税口座に係る非課税の特例

の適用を受けるための非課税管理勘定

（この契約に基づき当該口座に記載若

しくは記録又は保管の委託がされる上

場株式等（租税特別措置法第 37 条の 11

の３第２項に規定する株式等をいいま

す。以下同じ。）につき､当該記載若しく

は記録又は保管の委託に関する記録を

他の取引に関する記録と区分して行う

ための勘定で、平成 26 年から平成 35 年

までの各年に設けられるものをいいま

す｡以下同じ。）は、第２条第１項の「非

課税適用確認書」、「非課税口座廃止通知

書」又は「非課税管理勘定廃止通知書」

に記載された勘定設定期間においての

み設けられます。 

２ （省 略） 

 

非課税口座に受け入れる上場株式等の範



囲 

第５条 当社は、お客様の非課税口座に設

けられた非課税管理勘定においては、次

に掲げる上場株式等（当該非課税口座が

開設されている当社の営業所に係る振

替口座簿に記載若しくは記録がされ、又

は当該営業所に保管の委託がされるも

のに限ります。）のうち当社の非課税口

座で取扱う銘柄のみを受け入れます。 

① 次に掲げる上場株式等で、第３条第

２項に基づき非課税管理勘定が設け

られた日から同日の属する年の 12 月

31 日までの間（以下「受入期間」と

いいます。）に受け入れた上場株式等

の取得対価の額（イの場合、購入した

上場株式等についてはその購入の代

価の額をいい、払込みにより取得をし

た上場株式等についてはその払い込

んだ金額をいい、ロの場合、非課税口

座に係る他の年分の非課税管理勘定

からの移管により受け入れた上場株

式等についてはその移管に係る払出

し時の金額をいいます。）の合計額が

120 万円を超えないもの 

イ 受入期間内に当社への買付けの

委託（当該買付けの委託の媒介、取

次ぎ又は代理を含みます｡）により

取得をした上場株式等、当社から取

得した上場株式等又は当社が行う

上場株式等の募集（金融商品取引法

第２条第３項に規定する有価証券

の募集に該当するものに限りま

す。）により取得をした上場株式等

で、その取得後直ちに非課税口座に

受け入れられるもの 

ロ 非課税管理勘定を設けた非課税

口座に係る他の年分の非課税管理

勘定又は当該非課税口座が開設さ

れている当社の営業所に開設され

た租税特別措置法第37条の14の２

囲 

第５条 当社は、お客様の非課税口座に設

けられた非課税管理勘定においては、次

に掲げる上場株式等（当該非課税口座が

開設されている当社の営業所に係る振

替口座簿に記載若しくは記録がされ、又

は当該営業所に保管の委託がされるも

のに限ります。）のうち当社の非課税口

座で取扱う銘柄のみを受け入れます。 

① 次に掲げる上場株式等で、第３条第

２項に基づき非課税管理勘定が設け

られた日から同日の属する年の 12 月

31 日までの間（以下「受入期間」と

いいます。）に受け入れた上場株式等

の取得対価の額（イの場合、購入した

上場株式等についてはその購入の代

価の額をいい、払込みにより取得をし

た上場株式等についてはその払い込

んだ金額をいい、ロの場合、非課税口

座に係る他の年分の非課税管理勘定

からの移管により受け入れた上場株

式等についてはその移管に係る払出

し時の金額をいいます。）の合計額が

100 万円を超えないもの 

イ 受入期間内に当社への買付けの

委託（当該買付けの委託の媒介、取

次ぎ又は代理を含みます｡）により

取得をした上場株式等、当社から取

得した上場株式等又は当社が行う

有価証券の募集（金融商品取引法第

２条第３項に規定する有価証券の

募集に該当するものに限ります。）

により取得をした上場株式等で、そ

の取得後直ちに非課税口座に受け

入れられるもの 

ロ 非課税管理勘定を設けた当社非

課税口座に係る他の年分の非課税

管理勘定から租税特別措置法その

他の法令で定める手続により移管

がされる上場株式等 



第５項第１号に規定する未成年者

口座に設けられた同項第３号に規

定する非課税管理勘定から租税特

別措置法その他の法令で定める手

続により移管がされる上場株式等 

② （変更なし） 

 

譲渡の方法 

第６条 非課税管理勘定において振替口

座簿への記載若しくは記録又は保管の

委託がされている上場株式等の譲渡は

当社への売委託による方法､当社に対し

て譲渡する方法、上場株式等を発行した

法人に対して会社法第 192 条第１項の

規定に基づいて行う同項に規定する単

元未満株式の譲渡について､同項に規定

する請求を当社の営業所を経由して行

う方法又は租税特別措置法第 37条の 10

第３項第３号又は第37条の11第４項第

１号若しくは第２号に規定する事由に

よる上場株式等の譲渡について､当該譲

渡に係る金銭及び金銭以外の資産の交

付が当社の営業所を経由して行われる

方法のいずれかの方法により行います。 

 

非課税管理勘定終了時の取扱い 

第８条 本約款に基づき非課税口座に設

定した非課税管理勘定は当該非課税管

理勘定を設けた日から同日の属する年

の１月１日以降５年を経過する日に終

了いたします（第２条第６項により廃止

した非課税管理勘定を除きます。）。 

２ 前項の終了時点で、非課税管理勘定に

係る上場株式等は、次のいずれかにより

取扱うものとします。 

 ① 第５条第１号ロに基づく非課税口

座に新たに設けられる非課税管理勘

定への移管（ただし、移管に係る払出

し時の金額が、移管先の非課税管理勘

定において既に受け入れた上場株式

 

 

 

 

 

② （省 略） 

 

譲渡の方法 

第６条 非課税管理勘定において振替口

座簿への記載若しくは記録又は保管の

委託がされている上場株式等の譲渡は

当社への売委託による方法､当社に対し

て譲渡する方法、上場株式等を発行した

法人に対して会社法第 192 条第１項の

規定に基づいて行う同項に規定する単

元未満株式の譲渡について､同項に規定

する請求を当社を経由して行う方法又

は租税特別措置法第37条の10第３項第

３号又は第４項第１号若しくは第２号

に規定する事由による上場株式等の譲

渡について､当該譲渡に係る金銭及び金

銭以外の資産の交付が当社を経由して

行われる方法のいずれかの方法により

行います。 

 

非課税管理勘定終了時の取扱い 

第８条 本約款に基づき非課税口座に設

定した非課税管理勘定は当該非課税管

理勘定を設けた日から同日の属する年

の１月１日以降５年を経過する日に終

了いたします。 

 

２ 前項の終了時点で、非課税管理勘定に

係る上場株式等は、次のいずれかにより

取扱うものとします。 

 ① 第５条第１号ロに基づく非課税口

座に新たに設けられる非課税管理勘

定への移管（ただし、移管に係る払出

し時の金額が、移管先の非課税管理勘

定において既に受け入れた上場株式



等の取得対価の額と合計して 120 万

円を超えないものに限ります。） 

 ② （変更なし） 

 

他の年分の非課税管理勘定から移管がさ

れる上場株式等  

第９条 当社は、第５条第１号ロ及び前条

第２項第１号に基づく移管は、租税特別

措置法施行令第25条の13第９項第１号

又は第２号に定めるところにより行い

ます。 

 

非課税口座内上場株式等の配当等の受領

方法 

第１０条 お客様が非課税管理勘定にお

いて振替口座簿への記載若しくは記録

又は保管の委託がされている上場株式

等について支払を受ける配当等のうち、

上場株式（金融商品取引所に上場されて

いる株式をいい、ＥＴＦ（上場証券投資

信託）、上場ＲＥＩＴ（不動産投資信託）

及び上場ＪＤＲ（日本版預託証券）を含

みます。）について支払われる配当金及

び分配金（以下「配当金等」といいます。）

を非課税で受領するためには、当該配当

金等の受取方法について「株式数比例配

分方式」を選択し、当社を通じて当該配

当金等を受領する必要があります。 

 

非課税口座取引である旨の明示 

第１１条 （変更なし） 

２ （変更なし） 

 

契約の解除 

第１２条 （変更なし） 

 ① （変更なし） 

 ② （変更なし） 

 ③ （変更なし） 

 ④ （変更なし） 

 ⑤ （変更なし） 

等の取得対価の額と合計して 100 万

円を超えないものに限ります。） 

 ②（省 略） 

 

他の年分の非課税管理勘定から移管がさ

れる上場株式等 

第９条 当社は、第５条第１号ロ及び前条

第２項第１号に基づく移管は、租税特別

措置法施行令第25条の13第９項の定め

るところにより行います。 

 

 

（ 新   設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非課税口座取引である旨の明示 

第１０条 （省 略） 

２ （省 略） 

 

契約の解除 

第１１条 （省 略） 

 ① （省 略） 

 ② （省 略） 

 ③ （省 略） 

 ④ （省 略） 

 ⑤ （省 略） 



 

合意管轄 

第１３条 （変更なし） 

 

約款の変更 

第１４条 （変更なし） 

 

付  則 

 この約款は、平成２８年１月１日より適

用させていただきます。 

 

 

 

合意管轄 

第１２条 （省 略） 

 

約款の変更 

第１３条 （省 略） 

 

付  則 

 この約款は、平成２７年１月１日より適

用させていただきます。 

 

 

以  上 


